
 

平成１９年度 健全化判断比率・資金不足比率 
                                北海道 島牧村 
 

１．健全化判断比率 
                              （単位：％） 

区    分 平成１９年度 早期健全化基準 

実 質 赤 字 比 率 －  １５．０ 

連 結 実 質 赤 字 比 率 －  ２０．０ 

実 質 公 債 費 比 率 １４．３  ２５．０ 

将 来 負 担 比 率 ４５．３ ３５０．０ 

  
 ２．資金不足比率 
                              （単位：％） 

区    分 平成１９年度 経営健全化基準 

簡 易 水 道 事 業 －  ２０．０ 

  
 
  【実質赤字比率】 
     普通会計（一般会計＋公営事業会計以外の特別会計）での赤字比率 
     黒字の場合の比率は、「－」で表示 
  【連結実質赤字比率】 
     普通会計に公営事業会計（国民健康保険、介護保険など）を含めた 
     連結ベースでの赤字比率 
     黒字の場合の比率は、「－」で表示 

【実質公債費比率】 
     普通会計に公営事業会計や一部事務組合などを含めた連結ベースで、 
     公債費による財政負担を見るための比率 
    ※この値が１８％以上の場合は、起債に道の許可が必要となり、２５ 
     ％を超えると単独事業に係る起債が制限されます。 

【将来負担比率】 
     普通会計に公営事業会計や一部事務組合、第３セクターなどを含め 

た連結ベースで、実質的な負債（借入金残高など）の財政負担を見 
るための比率 

  【資金不足比率】 
公営企業の事業規模に対する資金の不足額の比率 

     資金不足のない場合の比率は、「－」で表示 



平 成 １ ９ 年 度 比
率
の
状
況

実 質 赤 字 比 率（％） － 実質公債費比率

連 結 実 質 赤 字 比 率（％） － 区　分 決算額（単位：千円、％） 左の内訳

健 全 化 判 断 比 率 の 状 況
実 質 公 債 費 比 率（％） 14.3

分
子

公債費充当一般財源等額（繰上償還額、公営企業債償還額及び満期
一括地方債の元金に係るものを除く）                    （1）

414,481 (3)の内訳 決算額（単位：千円）

将 来 負 担 比 率（％） 45.3
満期一括地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの（年度割
相当額）等                                            （2）

簡易水道事業 16,986

実質赤字比率
公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金            （3） 16,986
一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助

22,222
区　分 決算額（単位：千円、％）

金又は負担金　　                                  　　（4）
(4)の内訳 決算額（単位：千円）

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの      （5） 28,315

歳 入 歳 出 差 引 額 　  　　　(A) 23,774
一時借入金の利子                                      （6） 486

南部後志環境衛生組合 13,674
災害復旧費等に係る基準財政需要額                      （7） 308,282

繰 越 明 許 費 繰 越 額　　    (B) 10,322
（7）のうち準元利償還金に係るもの                     （8）

南部後志衛生施設組合 8,548
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費      （9） 17,109

事  業  繰  越  額　　　　　　（C) 0
（9）のうち準元利償還金に係るもの                    （10）
密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金   （11）

標 準 財 政 規 模　　　  　　　(D) 1,483,004
密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債

1,365 (5)の内訳 決算額（単位：千円）
の元利償還額を基礎として算入されたものに限る）       （12）

実質赤字比率　（(A)－(B)－(C)） /(D) ▲ 0.90
小　計（ （ （1）～（6） ）－（ （7）～（12） ）  　　（A) 155,734 地方公務員等共済組合が建

設した職員住宅賃借料
6,617

分
母

標準財政規模                                         （13） 1,483,004

連結実質赤字比率 資金不足比率
（7）～（12）の額                                    （14） 326,756

その他 21,698
　　　　小　　　計　　　（13）　　－　　（14）　　　　（B) 1,156,248

区　分 決算額
（単位：千円、％） （単位：％）

実　質　公　債　費　比　率　（A）　／　（B)　×　100 13.5

実
質
収
支

一
般
会
計
等

　一　般　会　計 (1) 13,452
将来負担比率

区　分 決算額（単位：千円、％） 左の内訳

将
来
負
担
額

19年度末一般会計等の地方債現在高　　　　　　　　　  　（1） 2,137,524
(3)の内訳 決算額（単位：千円）

債務負担行為に基づく支出予定額　　　　　　　　　　  　（2） 83,075
一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担
見込額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （3）

321,074 簡易水道事業 321,074

資
金
不
足
額
又
は
資
金
剰
余
額

法
適
用
事
業

組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額  （4） 73,382
退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額　　　　  （5） 565,277

(4)の内訳 決算額（単位：千円）
設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額　　　　  （6）
連結実質赤字額　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（7）

南部後志環境衛生組合 25,521
組合等の連結実質赤字額相当額にうち当該団体の一般会計等の負担
見込額　　　　　　　　　　　　　  　                  （8）

南部後志衛生施設組合 47,861
19年度末の充当可能基金現在高　　　　　　　　　　　　　　  （9） 749,412
特定の歳入見込額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （10） 74,289

法
非
適
用
事
業

　簡易水道事業会計 (2) 0 0.0 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額             （11） 1,832,096
(9)の内訳 決算額（単位：千円）

　　　小 計　（ 将 来 負 担 額 － （9）～（11）)　     　 （A) 524,535
標準財政規模                                             （12） 1,483,004

財政調整基金 300,885
災害復旧費等に係る基準財政需要額                         （13） 308,282
（13）のうち準元利償還金に係るもの                       （14）

減債基金 145,212
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費         （15） 17,109
（15）のうち準元利償還金に係るもの                       （16）

特定目的基金 219,276
密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金       （17）

実
質
収
支

そ
の
他
特
別
会
計

　国民健康保険事業会計 (3) 3,371 密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の
元利償還額を基礎として算入されたものに限る）             （18）

1,365 定額運用基金 84,039
　老人保健事業会計 (4) 3,235
　介護保険事業会計 (5) 15,312 小 計（標準財政規模－算入公債費等（13）～（18））         （B) 1,156,248

将　来　負　担　比　率　（A)　／　（B)　×　100 45.3

（注）

1.　実質収支または連結実質収支が黒字である場合、「実質赤字比率」または「連結実質赤字比率」は、負の値で表示される。

  連結実質赤字額（(1)～(5)） (A) ▲ 35,370
2.　比率の状況欄の「実質公債費比率」は3ヵ年平均、表中の「実質公債費比率」は単年度を表示しているため、整合しない。

  標 　準 　財 　政 　規　 模 (B) 1,483,004

  連結実質赤字比率　(A) ／ (B) × 100 ▲ 2.38
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